
評価方法

各事業ごとに5段階（見直し不要：5 ～ 見直しが必要：1）で評価しております。

A B C D E F G 平均

1
　商工業経営安定資金の融資を受けた者の
利子を補給する。

1,417千円（136件） - 3 5 4 4 3 5 4.0

2
　商工業経営安定資金の融資を受けた者の
信用保証料を補給する。

2,014千円（38件） - 3 5 4 4 3 5 4.0

3

　新型コロナウイルス感染症の影響により、
消費活動が低迷していることから、全世帯を
対象に町内で利用できるクーポン券を配布
し、消費を喚起、下支えする（6千円/世帯）

　全体 88,140千円
　① クーポン券換金
　② 印刷製本費
　③ 郵便料他
　④ クーポン券換金事務委託料

- 4 5 5 5 5 4 4.7

4

　新型コロナウイルス感染症拡大により影響
を受けた町内事業者を対象に、七飯町事業
継続給付金を給付する。
（個人）　　 100千円
（法人）　　 200千円

　全体 4,500千円
　①（法人）11件 2,200千円
　②（個人）23件 2,300千円

- 4 5 4 5 4 5 4.5

5

　町内での宿泊利用を促進するため、宿泊施
設に対して助成を行い、利用者に対し宿泊料
を最大半額（千円単位、10,000円を上限）割引
する事業を行う。

　全体 13,767千円
　① 助成額
　② 事務手数料
　③ 広告宣伝費
　④ ポスター製作費他

- 2 5 4 5 3 5 4.0

6

　新型コロナウイルス感染症の感染再拡大に
伴う往来・外出自粛等の影響で厳しい経営環
境に置かれている飲食店事業者を応援する
ため、町内の飲食店で使用できる『飲食店応
援券』を発行する。（3千円/世帯）

　全体46,823千円
　① クーポン券換金
　② 印刷製本費
　③ 郵便料他
　④ クーポン券換金事務委託料

- 4 5 4 5 4 5 4.5

7
　新型コロナウイルス感染症拡大の影響によ
る失職者等を対象に緊急雇用対策として会
計年度任用職員5名を採用する。

　全体 5,538千円（ 5名採用 ）
- 3 5 4 5 3 5 4.2

8

　新型コロナウイルス感染症の影響で疲弊す
る町内観光関係事業者の経営改善のため、
町内バス事業者、町内タクシー事業者及び函
館バス株式会社が所有する車両に町内への
観光誘客促進に向けたステッカーを設置する
とともに、パンフレットを設置する。

　全体 4,572千円
　① ステッカー印刷費用
　② ステッカー掲載費
　③ パンフレット印刷費

- 3 5 4 5 3 5 4.2

委員評価結果

　商工業経営安定資金融資保証料補助
金

　クーポン券発行事業

　七飯町事業継続給付金

事業実績 

　商工業経営安定資金融資利子補給

事業の効果についての意見等番号

　緊急対応型雇用創出・研修事業

　宿泊促進事業

　飲食店応援券発行事業

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用事業評価調書

○1.経済・雇用分野

■事業名 事業の概要

　交通事業者車内掲示による観光誘客
促進事業

　・電子帳簿保存法やインボイス制度に対応するた
　　めの補助・助成など支援を検討して欲しい。

　・商工業経営安定資金の利子補給、保証料補助に
　　ついては、他の自治体より非常に手厚い施策とな
　　っており、新規に利用し始めた企業は増加傾向に
　　ある一方で、既存の利用企業からは、上限金額
　　（運転資金・設備資金 1件あたり500万円）の引き
　　上げを希望する声も多い。

　・クーポン券発行事業は、とても家計に助かってい
　　る一方、利用できる区域を分けた事で、遠方の地
　　区への交通手段が無いといった声や、よく知らな
　　い店に行きたくないといった声を耳にした。

1 ページ
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A B C D E F G 平均

9
　障がい者施設・介護入所（入居）施設職員
の定期的なPCR検査等に係る費用を町が負
担する。（月1回/11千円/人）

　全体 12,408千円
　① 高齢者施設 延887人
　② 障がい者施設 延241人

- 4 5 3 5 3 5 4.2

10
　高齢者、障害者及び子育て支援施設などの
従事者の任意によるPCR検査等に係る費用
を1回10千円を上限に町が費用を助成する。

全体4,767千円 延469人 - 4 5 3 5 3 5 4.2

11
　介護施設等に新たに入所（入居）する方が
無料でPCR検査を受検できるよう、検査費用
を町が負担する（20千円/1人）

全体 4,065千円 延212人 - 4 5 3 5 3 5 4.2

12
　子育て支援アプリケーションシステムを導入
し、保健センターからの通知の送受信や子育
て相談のオンラインによる開催の実施する。

 506千円 - 3 5 3 5 3 5 4.0

13
　大沼岳陽学校スクールバス利用児童・生徒
の三密状態を防ぐため、スクールバスを増車
する。

 全体 11,323千円 195日 - 3 5 5 5 3 5 4.3

14

　町内公共施設における和式トイレを洋式トイ
レに改修し、水洗時の飛沫を抑制するととも
に、手洗い場の水道蛇口を手指の接触が少
なくなるようレバー式に改修する

 全体 30,614千円
 ① 町内公共施設トイレ改修 9施設
 ② 公共施設手洗い改修 298箇所

- 3 5 5 5 3 5 4.3

A B C D E F G 平均

15
　公営の学童保育施設のインターネット環境
を整備する

　全体 1,630千円
　① 環境整備費 1,492千円
　② 回線料 138千円

- 3 5 5 5 3 5 4.3

16

　感染症対策等を徹底する取り組みなどに必
要となる経費の国補助（学校保健特別対策事
業費補助金1/2）裏分の町負担額について臨
時交付金を充当する。

　全体 15,585千円 - 3 5 5 5 3 5 4.3

17

　学校における教員のICT活用をサポート
し、オンライン学習時等ICTを活用した授
業を教師がスムーズに行うためのICT支援
員配置といった支援を行う。

　全体 4,290千円 - 3 5 5 5 3 5 4.3

委員評価結果

委員評価結果

○２.感染防止・医療体制　分野

■事業名

　介護施設等新規入所者検査事業

番号

番号

　新型コロナウイルス感染症対策等の
学校教育活動継続支援事業

　ICT支援員配置事業

　子育て支援アプリケーションシステム
導入事業

　新型コロナウイルス感染症拡大防止に
係るスクールバス等増車運行事業

　社会福祉施設等職員任意検査費用助
成事業

事業の概要 事業実績 事業の効果についての意見等■事業名

○３.教育環境　分野

　特段意見等なし。

　障がい者施設・介護施設職員PCR検
査事業

事業の概要 事業実績 事業の効果についての意見等

　新型コロナウイルス感染症対応公共
施設環境設備改修工事

　・教育環境分野の事業は、非常に良い施策が揃っ
　　ている印象を受けた。

　学童保育施設インターネット環境整備
事業
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A B C D E F G 平均

18
　大沼ネイチャーセンターの整備に伴い、ワー
ケーションスペースを設置するため必要な環
境整備を行う。

　全体 2,546千円
　① パンフレット印刷製本ほか
　② 屋根修繕料
　③ 看板書き換えほか手数料
　④ 無線ＬＡＮ機器設置等委託料
　⑤ 照明器具交換ほか工事
　⑥ 駐車場用原材料
　⑦ 備品購入費

- 3 5 4 5 3 5 4.2

19

　新型コロナウイルス感染症の影響により、
七飯町立学校の修学旅行等を中止又は延期
した場合に発生する児童生徒分のキャンセル
料を負担し、保護者の経済的な負担軽減を図
る。

　全体 2,409千円 3校 - 4 5 4 5 3 5 4.3

20

　国（内閣府）が進める行政手続きのオンライ
ン化や住民の利便性向上のため、行政手続
きにおける「書面規制、押印、対面規制の見
直し」を図ると同時にオンライン化を実現する
ための基礎資料（行政における審査基準、標
準処理期間、処分基準の設定）を作成する。

　全体 4,070千円
- 3 5 4 5 3 5 4.2

21

　コロナ禍で経済的に困窮する女性等の相談
支援を実施する生活困窮女性等つながりサ
ポート事業として、相談窓口等の設置や相談
者等に対する生理用品等の配布をする「つな
がりサポート窓口等設置事業」を委託により
実施する

　全体 899千円 - 3 5 4 5 3 5 4.2

22

　国の「子育て世帯等臨時特別支援事業」に
より10万円の現金給付を実施しているが、国
の給付基準では一定の所得がある世帯を給
付対象外としているため、所得制限により対
象外となった世帯にも給付を行う。

　全体　10,014千円 4 5 5 5 5 5 5 4.9

委員評価結果
事業の概要 事業実績 事業の効果についての意見等番号 ■事業名

　・大沼ネイチャーセンター環境整備事業は、観光振
　　興にも繋がる部分となるので、しっかりと整備して
    欲しい。

　・子育て世帯への臨時特別給付事業（拡大分）につ
    いて、所得で区切ることなく、対象世帯全てに行う
    べきと考えていたため、とてもよい施策だ。

　・子育て世帯への臨時特別給付事業（拡大分）につ
    いて、人口減少抑制戦略としても、子育て世帯へ
　 のアピールは必要。

　子育て世帯への臨時特別給付事業
（拡大分）

　生活困窮女性等つながりサポート事業

○４.その他支援　分野

　行政手続整備支援事業

　修学旅行延期等に伴う追加的費用負
担事業

　大沼ネイチャーセンター環境整備事業
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